
平成16年は、 6月 1日現在

平成18年は、10月 1日現在

平成21年は、 7月 1日現在

事業所数
従業者数
　（人）

事業所数
従業者数
　（人）

事業所数
従業者数
　（人）

総数 4,808 47,099 4,693 48,110 5,029 52,216 総数

農林漁業 31 243 57 590 68 689 農林漁業

鉱業 10 142 10 128 8 53
鉱業、採石業、
砂利採取業

建設業 721 4,323 698 4,007 775 4,194 建設業

製造業 770 17,654 727 18,045 713 18,516 製造業

電気・ガス・
熱供給・水道業

3 100 3 99 4 86
電気・ガス・熱供給・
水道業

情報通信業 30 974 28 1,144 46 1,306 情報通信業

運輸業 145 3,365 136 3,304 172 4,395 運輸業、郵便業

卸売・小売業 1,239 8,925 1,195 9,099 1,241 9,756 卸売業、小売業

金融・保険業 61 560 58 535 62 581 金融業、保険業

不動産業 104 230 104 212 186 809 不動産業、物品賃貸業

- - - - 163 780
学術研究、
専門・技術サービス業

飲食店、宿泊業 481 2,888 482 2,963 509 3,408 宿泊業、飲食サービス業

- - - - 342 1,261
生活関連サービス業、
娯楽業

教育、学習支援業 171 720 156 747 154 784 教育、学習支援業

医療、福祉 202 1,813 205 2,092 253 2,646 医療、福祉

複合サービス事業 49 387 55 887 40 621 複合サービス事業

サービス業（他に
分類されないもの）

791 4,775 779 4,258 293 2,331
サービス業（他に
分類されないもの）

資料：平成16年・18年　事業所・企業統計

　　　平成21年　経済センサス－基礎調査

18 21

　　　　の結果数値を掲載した。

　（注）平成21年調査から産業分類改訂。このため、情報通信業以下の産業にあっては、それぞれの産業間で分類

　　　　の組み換えが行われており、以前の「事業所・企業調査」の結果数値と単純には比較できない。

産業(大分類)別事業所数の推移(民営)

　　　　「事業所・企業調査」と「経済センサス－基礎調査」では調査手法が異なるため、その比較による差異が、

　　　　増加、減少のすべてを示すものではないが、統計の時系列を考慮し、あえて以前の「事業所・企業調査」

産業
（平成21年）

産業
（平成16年・18年）

平成16年


